
＜対策のポイント＞
原材料価格やエネルギーコストの上昇等による⾷品の⽣産・製造・流通コストの上昇分の円滑な価格転嫁等に向けて、合理的な費⽤を考慮した価格形成
の仕組みの構築や消費者への理解醸成を図る関係者の取組を後押しします。

＜事業⽬標＞
消費者等の理解醸成を図り、関係者が価格転嫁を進めやすい環境を整備

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞
１．合理的な価格形成に向けたコスト等に関する調査
① ⾷料の持続的な供給に要する合理的な費⽤を考慮した価格形成の仕組みの構
築に向け、コスト指標の作成や消費者の理解醸成を促進するため、農産物や⾷品
を対象に、⾷料システムの各段階のコスト構造や取引価格の調査等を⾏います。

② コストの上昇分の価格転嫁の状況、価格交渉や契約における課題等について、⾷
料システムの関係者を対象に、取引実態調査等を⾏います。

２．消費者等の理解醸成のための広報
円滑な価格転嫁に向けて、⾷料の⽣産・製造・流通に関わる実態や、コスト構造

及びその背景事情等について情報発信し、消費者や事業者の理解醸成を図ります。

３．コスト指標の活⽤等に関する実証
① コスト指標の活⽤に関する実証
コスト指標を活⽤した取引を定着させるため、コスト指標の作成やその活⽤⽅法等

の検討・実証を⽀援します。
② ⾷品事業者等による消費者の理解増進に関する実証
コスト上昇の背景等への消費者の理解促進のために、⾷品事業者等が⾏う情報

発信による購買⾏動の変化の検証等を⽀援します。
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［お問い合わせ先］⼤⾂官房新事業・⾷品産業部企画グループ（03-3502-5742）

＜事業の流れ＞
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○ 円滑な価格転嫁に向けた適正取引推進・消費者理解醸成対策事業

① コスト構造や取引価格の調査等
② 価格転嫁状況等の取引実態調査
等




